
 

 

 
 

東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）交渉の首脳による共同声明 

ＲＣＥＰ：経済統合及び包摂的発展への道筋 

 

１．我々，東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）参加国である，ＡＳＥＡＮ加盟国及びＡ

ＳＥＡＮのＦＴＡパートナー諸国（オーストラリア，中国，インド，日本，韓国及びニュ

ージーランド）の国家元首及び行政府の長は，２０１７年１１月１４日，フィリピン共和

国のマニラに集まった。 

２．我々は，昨今の世界経済の減速，保護主義の台頭及び反グローバリゼーションの風潮にお

いても，我々の経済は強靱さを維持しており，世界のその他の地域と比べて順調な成長を

続けていることに留意した。我々は，貿易の開放性と地域経済統合がもたらす有益な貢献

が，不安定な世界マクロ経済環境から我々の地域を守り，強靱な経済の維持に繋がること

を認識した。 

３．我々は，参加する１６か国で世界人口の約半分，世界生産高の３１．６％，世界貿易総額

の２８．５％，さらに，２０１６年における世界の５分の１の海外直接投資の流入を占め

るＲＣＥＰの巨大な潜在力が，雇用創出の支援，持続可能な成長の推進，包摂的発展の助

長，そしてイノベーションを促進し，最終的には我々の国民の生活水準の改善につながる

ことを再認識した。 

４．我々は，ＲＣＥＰが，成長と衡平な経済発展の主要な推進力として，その潜在力を発揮し，

我々の経済を更に統合させる道筋となることを確保する決意を再確認した。我々は，市場

アクセス，ルール及び協力の三本柱における成果を出すことによって，「ＲＣＥＰ交渉の

基本指針及び目的」における精神と目的を実現し，また，正当な公共政策目的に対処する

という参加国の権利を維持する合意規定を含む協定の妥結にコミットすることを再認識し

た。ＲＣＥＰ協定の現時点の概要は，この共同声明に付属されている。 

５．これらの成果を達成するために，ＲＣＥＰは既存のＡＳＥＡＮ＋１のＦＴＡを統合し，相

互に二国間ＦＴＡが存在しないＡＳＥＡＮのＦＴＡパートナー諸国間に新たな経済的な結

びつきを構築する必要がある。同時に，ＲＣＥＰには，参加国の異なる発展段階を考慮し，

適用可能な場合には，既存のＡＳＥＡＮ＋１のＦＴＡに整合的な形で，特別かつ異なる待

遇の規定に加え,ＡＳＥＡＮ加盟国の後発開発途上国に対する追加的な柔軟性に関する規

定を含めた，適切な形の柔軟性を含むべきである。 

６．この交渉は引き続き複雑で困難な作業であるが，我々は，現代的な，包括的な，質の高い，

かつ，互恵的な経済連携協定を達成するというコミットメントを再確認するとともに，こ

の地域における開かれた，有効な貿易投資環境を支え，一括受諾の方式で交渉している。 

７．我々は，現在行われている，ビジネス界，非政府組織及び他のステークホルダーの代表者

による継続的な関与を歓迎し，ＲＣＥＰが包摂的なものであり続けることを確実にするた

めのこのような関与の重要性を強調した。 

８．我々は，この一年間，閣僚の交渉への一層の関与が，一定の打開に繋がったことに留意し

た。我々はここで，閣僚と交渉官が，ＲＣＥＰ交渉の妥結に向けて２０１８年に一層努力

することを指示するとともに，彼らがこの成果を達成するために必要な支援を確保するこ

とを決意する。 

   



 

 

 
 

 

ＲＣＥＰ協定の概要（２０１７年１１月時点） 

現在行われている交渉を予断せず，２０１７年１１月現在のＲＣＥＰ協定の概要と特質を以

下に示す。 

（ａ）物品貿易：物品貿易章は，物品関連のコミットメントの実施を規定する主要な要素を含

む。テキストに基づく議論は，包括的な自由貿易圏を確立するために，ＲＣＥＰ参加国

間の既存の自由化の水準を基礎として，実質上の全ての物品貿易について高いレベルの

貿易自由化を達成するために，関税を合理的な期間に段階的に撤廃し，非関税障壁に対

処することを目的とした，市場アクセス交渉によって補完される。 

（ｂ）原産地規則（ＲＯＯ）：ＲＯＯ章は，どの産品が，そして，どのようにこれらの産品が，

関税上の特恵待遇を受けることができるかを決定するためのガイドラインを定める。Ｒ

ＣＥＰにとって，ＲＯＯは，実質的変更の原則を確保しつつ，事業者にとって使いやす

く，特に中小企業が本協定を理解し，活用することを容易とする点に焦点を当てた，技

術的に実行可能で，貿易の円滑化に資し，かつ，ビジネスフレンドリーなルールとなる

ように検討される。   

（ｃ）税関手続・貿易円滑化（ＣＰＴＦ）：ＣＰＴＦ章は，関税法令の適用に当たって，予見

可能性，一貫性及び透明性を確保すること，また，税関手続の効率的運営及び迅速な通

関手続を促進することによって，世界及び地域のサプライ・チェーンの成長に資する環

境を創出する。手続きの簡素化や国際的なベストプラクティスや基準との整合性確保だ

けでなく，ＷＴＯ貿易円滑化協定との一貫性を維持することも，ＣＰＴＦ章の目的であ

る。 

（ｄ）衛生植物検疫措置（ＳＰＳ）：ＳＰＳ章は，科学的原則に基づいた食品安全，人及び動

植物の健康保護に関する要件のための基本枠組みを定める。この章は，ＳＰＳ措置が健

康を保護するために必要な限度においてのみ適用され，可能な限り最も貿易制限的なも

のでなく，また，同様の条件が存在する参加国の間において不当な差別をするものでは

ないことを確保することを目指すものである。この章は，ＷＴＯ・ＳＰＳ協定の実施を

強化する。 

（ｅ）任意規格・強制規格・適合性評価手続（ＳＴＲＡＣＡＰ）：ＳＴＲＡＣＡＰ章は，ＷＴ

Ｏ貿易の技術的障害（ＴＢＴ）に関する協定の実施を強化し，その原則を補強する。 

（ｆ）貿易救済：貿易救済章は，ＷＴＯ協定の下での原則を維持しつつ，ＲＣＥＰの貿易自由

化と調整を行うという目的を支える，参加国のための貿易救済関連規定の整備を目指す。 

（ｇ）サービス貿易：サービス貿易章は，分野や提供態様をあらかじめ除外せず，ＷＴＯ・サ

ービス貿易に関する一般協定（ＧＡＴＳ）とＡＳＥＡＮ＋１のＦＴＡにおけるサービス

の約束を基礎として形成される。 

（ｈ）金融サービス：サービス貿易章における金融サービス附属書は，金融システムが不安定

な状態にある場合のリスクを防ぐための十分な政策と規制に係る余地を提供しつつ，金

融の規制に関する強化されたルールを支えるとともに，更なる透明性を促進する。 

（ｉ）電気通信サービス： サービス貿易章における電気電信サービス附属書は，電気通信サ

ービスの貿易に影響を及ぼすルールの枠組みを提供する。本付属書は，合理的で，差別

的でない電気通信環境を確保しつつ，参加国が規制を設ける権利を確認する。  

 



 

 

 
 

（ｊ）人の移動（ＭＮＰ）：独立章のＭＮＰ章は，参加国で交渉されたように，貿易及び投資

を促進する目的で，ある参加国から別の参加国への自然人の一時的な入国及び滞在に関

する約束を含む。この章は，各参加国の約束表にあげられた自然人のカテゴリーに係る，

透明性及び入国様式にかかる特定の義務も定める。人の移動に関する約束とサービス貿

易に関する約束の構造と関係については，議論が進行中である。 

（ｋ）投資：投資章は，この地域において，保護，自由化，促進，円滑化という投資の４本柱

をカバーした，有効な投資環境を創設する。 

（ｌ）競争：競争章は，反競争的行為を禁止する法令の採用や維持及び参加国間での競争法令

策定やその実施に関する地域内協力を通じて，市場における競争を促進し，経済効率や

消費者の福祉を向上させる。これらの目的の追求は，参加国間の貿易及び投資の円滑化

を含むＲＣＥＰ協定の利益の確保に寄与する。 

（ｍ）知的財産（ＩＰ）：ＩＰ章は，異なる経済発展段階や能力及び国内法制度の違いを考慮

しつつ，効果的で適切な，知的財産権の創造，利用，保護及び行使を通じて，経済統合

の深化と協力を促進する。この章は，イノベーションと創造性を促進し，知的財産権保

有者の権利と使用者と公共の正当な利益との間の適切なバランスを維持し，正当な公共

政策目的のために規制する政府の権利及び情報，知識，コンテンツ，文化，芸術の普及

を円滑にすることの重要性を考慮する。  

（ｎ）電子商取引（Ｅ-commerce）：Ｅ-commerce 章は，参加国間での電子商取引を推進し，世

界的に電子商取引のより幅広い利用を促進するとともに，電子商取引のエコシステムの

発展に係る，参加国間の協力を強化する。Ｅ-commerce 章は，特に中小企業にとって，

電子商取引を円滑化する機会を利益あるものとし，また，創出する現代的な協定として

ＲＣＥＰを位置付けるのに役立つ。 

（ｏ）中小企業（ＳＭＥs）：ＳＭＥs 章は，参加国が，ＲＣＥＰ協定を通じて創出された，例

えば，地域またはグローバルなサプライ・チェーンへの統合といった機会に中小企業が

参加し，利益を享受する機会を得る能力を向上する経済協力のプログラムや活動を実施

するためのプラットフォームを提供する。 

（ｐ）経済技術協力（ＥＣＯＴＥＣＨ）：ＥＣＯＴＥＣＨ章は，ＲＣＥＰ協定の実効的な実施

と活用に焦点を当てた，相互の利益や関心の分野における既存の経済連携を補完するこ

とを目的とする。能力構築及び技術支援を含む経済技術協力活動は，ワークプログラム

の中で特定される。 

（ｑ）政府調達（ＧＰ）：ＧＰ章は，ＧＰに関する法令及び手続の透明性を促進する条項及び

参加国間の協力を発展させる条項に焦点を当てる。 

（ｒ）紛争解決（ＤＳ）：ＤＳ章は，ＲＣＥＰ協定の下で生じる紛争の効果的な，効率的な，

透明性のある協議及び解決のプロセスを規定する。 

 


